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研究成果の概要：EU 行動計画書の展開を示した。Journal of Interdisciplinary Economics, 
Special Issue: International Corporate Governanceを客員編者（Guest Editor）として発刊
した。単著『ドイツと日本における株式会社法の改革――コーポレート・ガバナンスと企業結

合法制』において、日本とドイツのコーポレート・ガバナンス改革について詳論した。単著『企

業結合法制の将来像』において企業結合のコーポレート・ガバナンスの在り方につき詳論した。 
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１．研究開始当初の背景 
欧州委員会は 2003 年 5月 21 日「ＥＵにおけ
る会社法の現代化およびコーポレート・ガバ
ナンスの改善――進めるべき計画」と題する
文書を公表し、欧州委員会がＥＵ規模で追及
すべき会社法およびコーポレート・ガバナン
スの枠組みについての行動計画書を示した。
本研究は、かかるＥＵ行動計画書を契機に、
日本・ＥＵ・ドイツにおいて実現されるコー
ポレート・ガバナンス改革を分析検討し、将
来の法改革の指針を示そうとするものであ
った。 
 

２．研究の目的 
研究は、以下の６つの目的を有していた。 
第一に、ＥＵ行動計画書の実現過程を分析
検討し、これに関する日本語論文を作成する
こと。 
第二に、世界のコーポレート・ガバナンス
の現状を分析する英国の雑誌の特集号
「Journal of Interdisciplinary Economics, 
Vol. 17 No. 1 & 2, Special Issue: 
International Corporate Governance」を客
員編者（Guest Editor）として発刊すること。 
第三に、ドイツと日本のコーポレート・ガ
バナンス改革に関する単著を公刊すること。 
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第四に、企業結合の局面におけるコーポレ
ート・ガバナンスに関する単著を公刊するこ
と。 
第五に、日本の 2005 年会社法のコーポレ

ート・ガバナンス改革に関する論文を英語と
ドイツ語で分析検討する論文を外国雑誌に
発表すること。 
第六に、コーポレート・ガバナンスを中心

とした日本の会社法判例につき、これを英語
で紹介する論文を作成すること。 
 
３．研究の方法 
(1) 第一の目的であるＥＵ行動計画書の実
現過程を分析検討することについては、ＥＵ
のホームページから立法資料を取り寄せた
他、ＥＵ行動計画書の作成委員であるKlaus 
Hopt教授の助手であった Patrick Leyens助
教授（ハンブルク大学法学部）から必要な資
料を送付して頂いた。それらを基に、山口幸
代准教授（熊本大学法学部）と共同で研究を
進め、主として山口准教授がＥＵ法の部分、
高橋英治がドイツ法の部分を担当して、国際
商事法務の共著論文として完成させた。本書
は、両名が商事法務 1697 号に発表した論文
「欧州におけるコーポレート・ガバナンスの
将来像」を補うものであり、その後のドイツ
法およびＥＵ法の展開を分析検討している。 
(2) 英国・Leicester大学の Ruth Taplin博
士の依頼に基づき、英国の雑誌の特集号
「Journal of Interdisciplinary Economics, 
Vol. 17 No. 1 & 2, Special Issue: 
International Corporate Governance」を編
集した。７カ国から１４論文の寄稿があった。
本特集号により、コーポレート・ガバナンス
改革に関する世界の動向を英語圏の読者に
発信することができた。 
(3) ドイツと日本のコーポレート・ガバナン
ス改革に関する単著は、日本での資料収集以
外に、ドイツのボン大学商法経済法研究所に
おける短期研究滞在によって完成した。ボン
大学商法経済法研究所所長 Daniel Zimmer
教授が本研究を援助した。本書により、高橋
英治は、2009 年１月、第 13 回大隅健一郎賞
を受賞した。 
(4)  企業結合の局面におけるコーポレー
ト・ガバナンスに関する単著は、旧著「従属
会社の少数派株主の保護」を基に、2005 年
会社法を念頭において書き直した前著の事
実上の第二版である。ドイツの有限会社コン
ツェルン法の展開およびＥＵにおける企業
結合規制の動向を分析する新しい節を設け
ている、また、日本法への立法提言の部分は、
2005 年会社法を土台に全面的に書き換えて
いる。 
(5) ドイツ・フライブルク大学法学部を卒業
した弁護士Oliver Kirchwehm氏の助力も得
て、ドイツの一流法学雑誌である「AG」に

ドイツ語論文を投稿し、受理され、これを発
表することができた。投稿に当たり、フライ
ブルク大学法学部のHanno Merkt教授の推
薦を得た。本論文分は、わが国の 2005 年会
社法改正におけるコーポレート・ガバナンス
改革に関する最初のドイツ語論文である。 
(6) 沖縄国際大学法学部専任講師である坂
本達也氏と共同で、日本のコーポレート・ガ
バナンスに関する判例を分析検討した英語
論文を、日本法に関する唯一の外国雑誌であ
る 「 Zeitschrift für Japanisches 
Recht/Jouranal of Japanese Law」に投稿し、
これが受理され、発表することができた。投
稿に当たり、ドイツ・マックス・プランク外
国私法国際私法研究所の上級研究員の
Harald Baum 博士およびフランクフルト大
学法学部Moritz Bälz教授の助力を得た。本
書の英語原稿の校正は、Australian National 
Universityの Kareem Moustafa氏が担当し
て下さった。 
 
４．研究成果 
(1) 研究成果としては、第一に、EU行動計
画書の展開を示す日本語論文を作成したこ
とが挙げられる。これは「高橋英治＝山口幸
代「ＥＵにおける企業法制改革の最新動向―
―行動計画書の実現過程およびドイツの改
革状況――（上）(下)」『国際商事法務』３４
巻３号，pp. 301-310、３４巻４号，pp. 
443-450（2006年）」という論文である。 
第二に、日本および世界のコーポレート・
ガバナンスの動向を示す雑誌の特集号
「Journal of Interdisciplinary Economics, 
Vol. 17 No. 1 & 2, Special Issue: 
International Corporate Governance」を編
集し、世界に本研究の成果を発信したことが
挙げられる。この特集号に高橋英治は二本の
英語論文を共著で寄稿している。 
第三に、ドイツと日本のコーポレート・ガ
バナンス改革に関する単著『ドイツと日本に
おける株式会社法の改革――コーポレー
ト・ガバナンスと企業結合法制』を著すこと
によって、日本・ドイツおよびＥＵにおける
コーポレート・ガバナンス研究の最先端を示
すことがきできた。 
第四に、単著『企業結合法制の将来像』を
著すことによって、日本・ドイツおよびＥＵ
における企業結合のコーポレート・ガバナン
スの在り方につき一定の立法指針を示すこ
とがきた。 
第五に、「Japanische Corporate 

Governance unter dem Gesellschaftsgesetz 
von 2005」という論文を「AG」に発表する
ことにより、従来海外ではあまり知られてい
なかった日本の 2005年会社法改正における
コーポレート・ガバナンスの改革をドイツの
読者に伝えることがきた。 



 

 

第六に、五本の日本の会社法判例を分析検
討する英語論文の発表により、コーポレー
ト・ガバナンスに関する日本の判例の最新動
向を、外国の読者に伝えることができた 
(2) 以上の主として比較法の分野における
業績が評価され、高橋英治は、2009 年１月、
第 13回大隅健一郎賞を受賞した。 
また、２００７年には、高橋英治は比較法

国際アカデミー（ACADEMIE 
INTERNATIONALE DE DROIT 
COMPARE; INTERNATIOMAL 
ACADEMY OF COMPARATIVE LAW）准
会員（associate member）に選出された。選
挙に当たり、ドイツ・マックス・プランク外
国私法国際私法研究所の所長である Jürgen 
Basedow教授の推薦を得た。 
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